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みなさまが安全・安心に暮らしていくためには、

医療・介護などの社会保障や学校教育、ごみの収集

や道路・公園の整備など、国や県、市町村が行う公

的サービスが欠かせません。

それらの公的サービスの運営には多大な費用がか

かりますが、みなさまにはその費用を税金という形

で負担していただいております。

その中でも『市税』は、市民のみなさまから直接

市に納めていただいている税金であり、市民一人ひ

とりの生活を支える大変重要な財源であると言えま

す。

そのような事から『市税』については、市全体で

その内容を理解し、市民のみなさまには正しく納税

していただき、市役所が適切に市民に還元していく

ことがとても大切です。

本冊子は、令和６年度の決算に基づき、市民の皆

さまから納めていただいた市税について、その収入

と支出の内容を説明する資料として作成しておりま

す。

市民のみなさまには、本冊子をご覧いただき、正

しい納税と、沖縄市が行うまちづくりへのご理解と

ご協力をよろしくお願い申し上げます。

は じ め に

沖縄市エイサーキャラクター

さーちゃん

ゆたしく

うにげぇー

さびら♪



Ⅰ-1 市税の内訳

【編集する箇所】
・エイ坊コメントの年度と金額(赤字)、人口の基準年月日と人数を更新。
・内訳のタイトルの年度を更新。

※歳入総額に自動転記。シート「★決算」のグラフ用(歳入打込シート)データとリンクします。
歳入総額   約836.1億円

※市税総額に自動転記。シート「★決算」のグラフ用(歳入打込シート)データとリンクします。
市税総額   約170.6億円

市税, 

約170.6億円, 
20%

繰入金・繰越金, 

約54.7億円,
7%

その他,

約22.2億円,
3%使用料等,

約11.5億円,
1%

市債, 

約24.7億円,
3%

譲与税等, 

約62.7億円, 
8%

地方交付税, 

約132.4億円, 
16%

県支出金,

約86.3億円,
10%

国庫支出金, 

約271.0億円, 
32%

市税 繰入金・繰越金 その他 使用料等 市債

譲与税等 地方交付税 県支出金 国庫支出金

令和６年度の沖縄市の収入が約836.1億円でした。

そのうち、市民のみなさまに納めていただいた市税の

決算額は約170.6億円でした。これを市民一人当たり*1にすると、

120,677円納めていただいたことになります。
*1 人口は令和7年4月1日時点の人口（141,346人）を基準にしています。

Ⅰ 市税の収入について

個人市民税…①, 

約58.2億円,
34%

法人市民税…②, 

約6.4億円,
4%

固定資産税…③, 

約94.5億円, 
55%

市たばこ税…④, 

約6.1億円, 
4%

軽自動車税…⑤, 

約5.4億円,
3%

令和６年度一般会計歳入決算内訳

◆個人市民税

市内にお住まいの方に所得に応じ

て納めていただきました。

◆固定資産税
土地や家、マンションなどを持って

いる方に納めていただきました。

◆市たばこ税
卸売業者が沖縄市のたばこ小売

業者に売った際にかかる税です。

◆軽自動車税
軽自動車を所有する方に納めて

いただきました。

◆法人市民税
市内の会社（法人）の業種や規模

に応じて納めていただきました。

市
税
の
内
訳
は
？

市税総額

約170.6億円

歳入総額

約836.1億円

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。

-1-



Ⅰ-2 市税の推移

【編集する箇所】
・各推移タイトルの対象期間を更新。
　※各推移のデータは自動更新されます。

沖縄市の市税の過去5年間の推移です。

市税は本市の財政運営において、非常に重要な財源と

なっております。

58.7 58.1 62.0 61.1 58.2 

6.7 6.0 6.3 6.6 6.4 

83.7 83.4 
87.5 90.8 94.5 

5.8 5.8 
6.0 6.2 6.1 4.9 5.0 
5.1 5.2 5.4 

159.7 158.3 166.8 169.8 170.6 

0億円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円

140億円

160億円

180億円

R2 R3 R4 R5 R6

軽自動車税…⑤

市たばこ税…④

固定資産税…③

法人市民税…②

個人市民税…①

市税の決算推移（R2～R6） （単位：億円）

6.7 
6.0 

6.3 6.5 6.4 

0.03 0.02 0.01 0.04 0.02 

99.8% 99.2% 99.4% 99.4%
99.6%

24.0% 20.5%
15.3%

29.7%

18.6%

-15%

5%

25%

45%

65%

85%

105%

0億円

1億円

2億円

3億円

4億円

5億円

6億円

7億円

8億円

R2 R3 R4 R5 R6

現年分 決算額

滞納繰越分 決算額

現年分 徴収率

滞納繰越分 徴収率

（単位：億円）②法人市民税の推移（R2～R6）

57.6 57.3 
61.4 60.2 

57.2 

1.0 0.9 0.7 0.9 1.0 

98.2% 98.3% 97.5% 98.0% 98.0%

31.4%
26.8%

20.3% 22.7% 24.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0億円
5億円

10億円
15億円
20億円
25億円
30億円
35億円
40億円
45億円
50億円
55億円
60億円
65億円

R2 R3 R4 R5 R6

現年分 決算額

滞納繰越分 決算額

現年分 徴収率

滞納繰越分 徴収率

①個人市民税の推移（R2～R6） （単位：億円）

※固定資産税は、国有資産等

所在市町村交付金及び納付金

を含めた額としています。

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。

-2-



Ⅰ-2 市税の推移

【編集する箇所】
・各推移タイトルの対象期間を更新。
　※各推移のデータは自動更新されます。

※市たばこ税には滞納繰越分はありません。

4.8 4.9 
5.0 5.1 

5.3 

0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

97.4% 97.3% 97.4% 97.2%
97.1%

34.1%

21.8% 20.0% 20.3% 18.8%
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6億円
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滞納繰越分 決算額

現年分 徴収率

滞納繰越分 徴収率

（単位：億円）⑤軽自動車税の推移（R2～R6）
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6.2 
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④市たばこ税の推移（R2～R6） （単位：億円）

80.6 80.2 
84.7 

88.1 
91.7 

1.4 1.6 1.2 1.1 1.3 

97.9% 98.2% 98.1% 97.9% 97.9%
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現年分 徴収率

滞納繰越分 徴収率

③固定資産税の推移（R2～R6） （単位：億円）

※固定資産税は、国有資産

等所在市町村交付金及び納

付金を除いた額としていま

す。

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。

-3-



Ⅱ-1 目的別歳出決算内訳

【編集する箇所】
・たーくんコメントの年度と金額(赤字)、割合(％)を更新。
・内訳のタイトルの年度を更新。
・下の「※各金額とも・・・基準にしています。」の人口の基準年月日と人数を更新。

※歳出総額に自動転記。シート「★決算」の目的別歳出グラフ用データとリンクします。
歳出総額 　 約813.5億円

※パーセントを手入力で修正。農林水産費0%⇒1%、土木費6%⇒5%

※市民一人当たり換算の合計と各歳費に自動転記。シート「★決算」の目的別歳出グラフ用データとリンクします。

教育費  63,840円
総務費  52,534円
土木費  31,735円
衛生費  29,167円
公債費  25,368円
商工費  15,917円
消防費  9,428円
農林水産業費  2,930円
その他  3,483円
合計  　 575,529円

Ⅱ 市税の使いみち（目的別歳出決算Ver．）

令和６年度の沖縄市一般会計歳出決算額は約813.5億円でし

た。それを市民一人当たりに換算すると575,529円になります。歳

出決算額を目的別でみると、一番多い歳出は民生費で約482.2

億円となっており、全体の59%を占めています。

民生費, 

約482.2億円, 

59%

教育費, 

約90.2億円, 

11%

総務費, 

約74.3億円, 

9%

土木費, 

約44.9億円, 

5%

衛生費, 

約41.2億円, 

5%

公債費, 

約35.9億円, 

4%

商工費, 

約22.5億円, 

3%

消防費, 

約13.3億円, 

2%
農林水産業費,

約4.1億円, 

1％

その他, 

約4.9億円, 

1%

こどもや高齢者、障がい者、生

活保護世帯などに対する福祉事

業や、国民年金に関する事務な

どに要する経費です。

国民健康保険特別会計等の特別

会計への支出も含まれます。

令和６年度一般会計歳出決算（目的別） 内訳

商工振興や観光振興

に関する事業などに

要する経費です。

道路や公園、市

営住宅の維持、

新設、改良事業

などに要する経

費です。

人事、企画、財

政、徴税など、

主に市役所を運

営するための事

業などに要する

経費です。

健康対策、母子保

健、医療費助成、

環境保全などに要

する経費です。

市債（市の借

金）の返済金

（元金と利子）

などに要する経

費です。

火災、風水害、

地震、消防団活

動、消防防災対

策などに要する

経費です。

農業や漁業の支

援など、農林水

産業などに要す

る経費です。

その他には、議会の運営など

の議会費、雇用対策費などの

労働費、災害があった場合の

災害復旧費などの経費があり

ます。

目的別歳出決算を

市民一人当たりに

換算すると・・・

合計

575,529円

民生費 341,127円

教育費 63,840円

総務費 52,534円

土木費 31,735円

衛生費 29,167円

公債費 25,368円

商工費 15,917円

消防費 9,428円

農林水産業費 2,930円

その他 3,483円

※各金額とも、市民一人当たりに換算した歳出金額です。令和7年4月1日時点の人口（141,346人）を基準にしています。

小中学校の義務教育にかかる

経費、幼稚園費、社会教育費、

保健体育費などの教育関係に

要する経費です。

歳出総額

約813.5億円

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-4-



Ⅱ-2 市税の支出先

【編集する箇所】
・さなじぃコメントの年度と金額(赤字)を更新。
・下の「※各金額とも・・・基準にしています。」の人口の基準年月日と人数を更新。

※市税総額に自動転記。下表の総計とリンク。
市税総額   　   約170.6億円

1
2
3
4
5
6
7
8
9

民生費  49,177円
教育費  17,740円
総務費  16,974円
公債費  10,145円
衛生費  9,174円
土木費  7,338円

商工費  4,817円

消防費  3,223円
議会費  1,114円
その他  975円
次年度繰越金  0円
合計  120,677円

令和６年度に、市民のみなさまに納めていただいた市税

約170.6億円の使いみちは、次のとおりとなりました。

歳出決算額と同様に民生費が一番多く、約69.5億円の市税

が活用されています。

民生費,

約69.5億円, 
41%

教育費,

約25.1億円, 
15%

総務費, 

約24.0億円, 
14%

公債費, 

約14.3億円, 
8%

衛生費, 

約13.0億円, 
7%

土木費, 

約10.4億円, 
6%

商工費, 

約6.8億円, 
4%

消防費, 

約4.6億円, 
3%

議会費, 

約1.6億円, 
1%

その他, 

約1.4億円, 
1%

民生費 教育費 総務費 公債費 衛生費 土木費 商工費 消防費 議会費 その他

市税総額

約170.6億円

目的別歳出からみる市税の支出先

※各金額とも、市民一人当たりに換算した歳出金額です。令和7年4月1日時点の人口（141,346人）を基準にしています。

合計

120,677円

民生費 49,177円

教育費 17,740円

総務費 16,974円

公債費 10,145円

衛生費 9,174円

土木費 7,338円

消防費 3,223円

商工費 4,817円

議会費 1,114円

その他 975円

市税の使いみちを

市民一人当たりに

換算すると・・・

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-5-



Ⅱ-3 目的別歳出決算財源の内訳

【編集する箇所】
・下のたーくんコメントの更新。
　※市歳出のうち、市税で賄っている割合は、シート「○歳入」のZ31を確認すること。

市の歳出のうち、市税で賄っている部分は全体の２割前

後となっています。

財源は、使いみちが決められている特定財源と、使いみ

ちが決められていない一般財源に区分できますが、市税

は一般財源に区分されます。

特定財源には、国や県からの補助金・負担金などがあり、

市税以外のその他の一般財源には、自治体の財政状況

に応じて国から交付される地方交付税などがあります。
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150億円

200億円

250億円

300億円

350億円

400億円

450億円

500億円

民
生
費

教
育
費

総
務
費

公
債
費

衛
生
費

土
木
費

商
工
費

消
防
費

議
会
費

そ
の
他

市税

その他の一般財源

特定財源

市税以外の財源って、何があるんだろう・・・・？

一般会計歳出決算（目的別） 財源の内訳
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Ⅲ-1 性質別歳出決算内訳

【編集する箇所】
・さーちゃんコメントの年度と金額(赤字)、割合(％)を更新。
・内訳のタイトルの年度を更新。
・下の「※各金額とも・・・基準にしています。」の人口の基準年月日と人数を更新。

※歳出総額に自動転記。シート「款別性質別歳出」のグラフ作成用データとリンクします。
歳出総額   約813.5億円

※パーセントを手入力で修正。扶助費44%⇒45%

※市民一人当たり換算の合計と各歳費に自動転記。シート「款別性質別歳出」のグラフ作成用データとリンクします。
※その他は、シート「款別性質別歳出」のその他作成データとリンクします。

人件費  76,361円
物件費  75,328円
普通建設事業費  50,374円
繰出金  39,256円
補助費等  35,029円
公債費  25,368円
積立金  13,937円
その他  2,990円
合計  575,529円

Ⅲ 市税の使いみち（性質別歳出決算Ver．）

令和６年度の決算額を性質別でみると、一番多い歳出は扶助

費で約363.1億円となっており、全体の45％を占めています。また、

市民一人当たりに換算すると、256,886円となります。

扶助費, 

約363.1億円, 

45%

人件費,

約107.9億円, 

13%

物件費, 

約106.5億円, 

13%

普通建設事業費, 

約71.2億円, 

9%

繰出金, 

約55.5億円, 

7%
補助費等, 

約49.5億円, 

6% 公債費, 

約35.9億円, 

4%

積立金, 

約19.7億円, 

2%

その他, 

約4.2億円,

1%

※各金額とも、市民一人当たりに換算した歳出金額です。令和7年4月1日時点の人口（141,346人）を基準としています。

令和６年度一般会計歳出決算（性質別） 内訳

歳出総額

約813.5億円

性質別歳出決算を

市民一人当たりに

換算すると・・・

扶助費 256,886円

人件費 76,361円

物件費 75,328円

普通建設事業費 50,374円

繰出金 39,256円

補助費等 35,029円

公債費 25,368円

積立金 13,937円

その他 2,990円

合計

575,529円

性質別歳出の詳しい内容を、次のページから説明します♪

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅲ-2 人件費　支出詳細

　　　人件費のうち職員給は、約55.5億円でした。一般会計の

　　　職員数は、令和7年4月1日現在で1,032人です。職員一人

　　　当たりに対する市民は約137人です。

　　　　　※特別会計にかかる人件費は、繰出金として支出しています。

　　　　　※教育公務員の人件費は、普通会計で支出しているため含めています。

人件費は、市の職員や議員、各種委員に支払う給料や報酬などにかかる経費です。

令和６年度は約107.9億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約38.3億円）

約43.5億 約44.0億
約45.5億

約46.5億
約47.6億

約49.3億 約49.9億 約50.4億

約52.9億

約55.5億

872人 875人 879人 882人
890人 890人 892人

933人

950人

1,032人

850人

880人

910人

940人

970人

1,000人

1,030人

1,060人

約30億円

約35億円

約40億円

約45億円

約50億円

約55億円

約60億円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

10年前と比較して職員数が160人、

職員給は約12.0億円増えています。

人件費

議会費, 

約0.6億円, 

1%

総務費,

約14.3億円, 

26%

民生費, 

約11.6億円, 

21%

衛生費, 

約2.9億円, 

5%

労働費, 

約0.3億円,

1%

農林水産業費, 

約1.1億円, 

2%

商工費,

約2.2億円,

4%
土木費, 

約4.2億円, 

7%

消防費, 

約7.6億円, 

14%

教育費, 

約10.7億円, 

19%

◎職員給与と職員数の推移

内
訳
を
目
的
別
に
見
る
と
？

令和６年度目的別職員給の内訳

総額

約55.5億円

市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

27,085円が使わ

れました。

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅲ-3 扶助費　支出詳細

※色文字のセルは入力必要。黒文字は自動反映

扶助費

扶助費に対する市税

市民一人あたり

※吹き出し表示用（市民1人当たり納税のうち）
市民1人当たりが納めた市税120,677円のうち29,346円が使われました。

※「01_扶助費」フォルダの「扶助費各課確認事項」から手動転記。
（こども）保育園数、児童手当受給者数
（生活困窮）被保護世帯数、被保護者数

※「03_決算統計」フォルダの「歳出決算一覧」の「扶助費（振分）ピポット」から手動転記。
各カテゴリの赤字金額

保育園での子育て支援
（市立含まず）

約79.8億円
※市立保育所の管理運営費は、

Ｐ13の物件費になります。

こどもの福祉のために

法人保育園 60園

地域型保育施設 25園

認可外保育園 35園

子育ての経済的支援
（児童手当、児童扶養手当、

要・準要保護児童生徒の援助費

及び給食費の支給など）

約55.9億円

こどもやひとり親家庭

の医療費負担軽減
（こどもやひとり親家庭、

要・準要保護児童生徒などの

医療費助成）

約6.5億円

児童手当受給者数

12,936人

対象：0歳から18歳に達

する日以降の最初の3

月31日までにある者

扶助費は、市民のみなさまの医療や福祉など、社会保障にかかる経費です。

令和６年度は約363.1億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約41.5億円）

市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

29,346円が使わ

れました。

扶助費

◎ 扶助費の主な支出内容

高齢者の福祉

のために

※高齢者の医療と介護保険については、

特別会計で事業を実施しています。

老人ホームへの

入所措置費

約0.3億円

住宅設備改修や

低所得者の負担軽減

約0.1億円

障がいのある方の

福祉のために

介護や援助、自立のために

必要なサービスの提供

及び

障がいのある方への

経済的な支援
（移動支援費、自立支援医療費、障害福

祉サービス費、障害児通所給付費、

重度心身障がい者医療費助成金、

特別障害者手当等給付費など）

約97億円

生活にお困りの方

のために

被保護世帯数 4,539世帯

被保護者数 5,504人

生活保護費等の支給
(生活保護費、進学準備給付金、

住居確保給付金など）

約123.4億円
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Ⅲ-3 扶助費　支出詳細

※色文字のセルは入力必要。黒文字は自動反映

（単位：千円）

扶助費

扶助費

扶助費

（単位：千円）

保育園での子育て支援
子育ての経済的支援
こどもやひとり親家庭の医療費負担軽減
老人ホームへの入所措置費
住宅設備改修や低所得者への負担軽減

障がいのある方への経済的な支援
生活保護費等の支給
その他

合計

↓合計＆億単位変換

保育園での子育て支援
子育ての経済的支援
こどもやひとり親家庭の医療費負担軽減
老人ホームへの入所措置費
住宅設備改修や低所得者への負担軽減

障がいのある方への経済的な支援
生活保護費等の支給
その他

合計

※総額に自動転記。
総額　　　　　約363.1億円

約229.5億
約240.4億

約258.1億
約267.1億

約282.4億
約296.0億

約344.3億
約334.2億

約349.8億
約363.1億

約100億円

約120億円

約140億円

約160億円

約180億円

約200億円

約220億円

約240億円

約260億円

約280億円

約300億円

約320億円

約340億円

約360億円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

扶助費

10年前と比較して扶助費が約133.6億円増えており、

約1.6倍となっています。

保育園での子

育て支援, 

約79.9億円,
22%

子育ての経済的支援, 

約55.9億円, 

15%

こどもやひとり親家庭

の医療費負担軽減,

約6.5億円, 
2%

介護や援助、自立

のために必要な

サービスの提供,

約7.4億円,

2%

障がいのある方へ

の経済的な支援, 

約89.6億円, 
25%

生活保護費等の支給, 

約123.4億円,

33%

その他,

約0.4億円,

1％

◎扶助費の推移

内
訳
を
支
出
内
容
別
に
見
る
と
？

令和６年度支出内容別扶助費の内訳

総額

約363.1億円

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-10-



Ⅲ-4 普通建設事業費　支出詳細

※色文字のセルは入力必要。黒文字は自動反映

普通建設事業費

普通建設事業に対する市税
市民一人あたり

※吹き出し表示用（市民1人当たり納税のうち）
市民1人当たりが納めた市税120,677円のうち5,085円が使われました。

下記の主な支出は別データの「普通建設事業資料（統計用歳出マスタ加工）.xls」で調べた各事業の中から、
金額が大きい・アピールしたい・成果のわかりやすい・今回の年度で完結するなどの要件を加味しながら、
かたよりがないように6～7事業程度を担当でピックアップしたもの。
※H25までは総事業費を出していたが、わかりやすい予算では単年度の事業費しか出しておらず、
　 総事業費を出す作業を省くだけで相当の事務負担軽減が図られる事から、H26からは単年度のみとした。

沖縄アリーナ推進事業
幼小中学校整備事業
公立・私立保育所施設整備事業
市営住宅建替事業
沖縄こどもの国整備事業
公園整備事業

　　　　　　※複数年にわたって実施している普通建設事業については、
　 　　　　　　平成26年度の事業費と総事業費（カッコ内）を表示しています。

公立・私立保育所施設整備事業

令和６年度執行額 ： 約0.3億円

普通建設事業費は、市の建物や道路、公園などの整備にかかる経費です。

令和６年度は約71.2億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約7.2億円）

普通建設

事業費

◎ 普通建設事業費の主な支出内容

幼稚園・小中学校校舎新増改築事業・

併行防音事業

令和６年度執行額 ： 約19.7億円

沖縄こどもの国整備事業

令和６年度執行額 ： 約9.3億円

市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

5,085円が使わ

れました。

市営住宅建替事業
山内市営住宅など

令和６年度執行額 ： 約7.4億円

公園整備事業
市北部地区公園など

令和６年度執行額 ： 約1.2億円
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Ⅲ-4 普通建設事業費　支出詳細

※施設類型は、「沖縄市公共施設等総合管理計画」の施設類型に準じて分類しています。

約90.4億

約113.9億

約128.3億

約108.7億

約143.0億

約203.3億

約137.2億

約93.3億 約93.1億

約71.2億

約20億円
約30億円
約40億円
約50億円
約60億円
約70億円
約80億円
約90億円

約100億円
約110億円
約120億円
約130億円
約140億円
約150億円
約160億円
約170億円
約180億円
約190億円
約200億円
約210億円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

普通建設事業費

10年前と比較して普通建設事業費が約19.2億円減っており、

約0.8倍となっています。

市民文化系施設, 

約15.5億円, 

22%

スポーツ・レクリエーション施設, 約1.2億円, 

2%

子育て支援施設, 

約4.0億円, 

5%

学校教育系施設, 

約30.2億円, 

42%

社会教育系施設, 

約0.1億円, 

1%

産業系施設, 

約0.6億円, 

1%

保健・福祉施設, 

約0.1億円, 

1%

行政系施設, 

約3.3億円, 

4%

市営住宅, 

約4.4億円, 

6%

公園, 

約3.5億円, 

5%

道路・橋梁, 

約5.9億円, 

8%

土地区画整理・

再開発等, 

約2.4億円, 
3%

◎普通建設事業費の推移

内
訳
を
施
設
類
型
別
に
見
る
と
？

令和６年度施設類型別普通建設事業費の内訳

総額

約71.2億円

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅲ-5 物件費　支出詳細

※色文字のセルは入力必要。黒文字は自動反映

物件費

物件費に対する市税

市民一人あたり

※吹き出し表示用（市民1人当たり納税のうち）
市民1人当たりが納めた市税120,677円のうち22,013円が使われました。

小学校
中学校

下記の主な支出は別データの「物件費資料（統計用歳出マスタ加工）.xls」より

★①幼稚園や小中学校の管理運営
①-1小学校の管理運営
①-2中学校の管理運営
①-3幼稚園の管理運営 
①-4学校給食の管理運営 

★②道路の管理

★③公園の管理

★④消防施設の管理運営

★⑤ごみの収集

★⑥健康診断など

★⑦子育て支援施設の管理運営
⑦-1児童館や放課後児童クラブなどの管理運営
⑦-2市立保育所の管理運営

★⑧福祉の運営
⑧-1障がい者の福祉
⑧-2高齢者の福祉

★⑨その他の施設の管理運営
⑨-1総合運動場の管理運営
⑨-2文化・教育施設の管理運営
⑨-3経済・産業施設の管理運営
⑨-4市役所庁舎の管理運営
⑨-5その他（こどもの国等）

★⑩事務費等

幼稚園や小中学校の管理運営

小学校数16校

児童数9,373人

中学校数8校

生徒数 4,592人

令和6年5月1日時点

小学校の管理運営

約7.4億円
中学校の管理運営

約4.9億円

幼稚園の管理運営

約0.6億円
学校給食の管理運営

約3.3億円

その他の施設の管理運営

文化・教育施設の管理運営

約3.9億円
経済・産業施設の管理運営

約3.1億円

市役所庁舎の管理運営

約3.6億円
その他（こどもの国等）

約5.9億円

総合運動場の管理運営

約1.8億円

約2.2億円

公園の管理

約1.3億円

道路の管理
市内100公園

公共施設状況調査より

令和7年3月31日時点

物件費は、公共施設の管理運営や様々な公共サービスにかかる経費です。

令和６年度は約106.5億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約31.1億円）

物件費

◎ 物件費の主な支出内容

約0.7億円

消防施設の
管理運営

約6.9億円

ごみの収集

子育て支援施設

の管理運営

児童館や放課後児童クラ

ブなどの管理運営

約0.4億円

市立保育所の管理運営

約1.0億円

福祉の運営

障がい者の福祉

約1.7億円

高齢者の福祉

約0.2億円

約8.5億円

健康診断など

事務（管理）費

約3.3億円

事務費等には･･･

市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

22,013円が使わ

れました。
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Ⅲ-5 物件費　支出詳細

①
②
③
④
⑤
⑧
⑥
⑦
⑨
⑩

約79.9億
約83.8億

約87.2億

約92.5億
約96.0億

約89.9億

約98.3億

約104.6億

約94.8億

約106.5億

約50億円

約60億円

約70億円

約80億円

約90億円

約100億円

約110億円

約120億円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

物件費

10年前と比較して物件費が約26.6億円増えており、

約1.3倍となっています。

幼稚園や小中学

校の管理運営, 

約16.2億円, 
15%

道路の管理,

約1.3億円, 

1%
公園の管理, 

約2.2億円, 

2%

消防施設の

管理運営, 

約0.7億円, 
1%

ごみの収集, 

約6.9億円,

7%

健康診断など, 

約8.5億円, 

8%子育て支援施

設の管理運営, 

約1.4億円, 
1%

福祉の運営, 

約1.9億円, 

2%

その他の施設

の管理運営, 

約18.3億円, 
17%

事務費等, 

約3.3億円, 

3%
その他, 

約45.8億円, 

43%

◎物件費の推移

内
訳
を
支
出
内
容
別
に
見
る
と
？

令和６年度支出内容別物件費の内訳

総額

約106.5億円

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅲ-6 補助費等　支出詳細
Ⅲ-7 繰出金 　　支出詳細

　 国民健康保険事業や介護保険事業など保険料や
使用料などの収入を持って行う会計（特別会計）へ、
一般会計から法律によって設けられた基準等に基づいて繰り出しました。
※後期高齢者広域連合への一部負担金についても、性質上繰出金とし
て扱っています。

16.9 16.9 16.7 16.7 17.0 17.0 17.4 

15.0 15.8 17.1 17.6 18.1 19.3 19.4 

9.9 9.8 

3.0 2.5 

2.1 2.4 2.0 2.0 2.4 

12.6 12.9 

12.8 12.9 13.4 14.3 
16.3 

約57.4億 約57.9億

約48.7億 約49.6億 約50.5億
約52.6億

約55.5億

0億円

10億円

20億円

30億円

40億円

50億円

60億円

70億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

後期高齢事

業特別会計

土地区画整

理事業特別

会計
下水道事業

特別会計

介護保険事

業特別会計

国民健康保

険事業特別

会計

補助費等は主に他組織への補助や特定の事業への支援等にかかる経費です。

令和６年度は約49.5億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約14.3億円）

補助費等
市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

10,150円が使わ

れました。

倉浜衛生施設組合への負担金
（ゴミ処理、し尿処理）

約9.5億円

各種イベントの開催支援
（沖縄全島エイサーまつり事業等）

約0.8億円

各種団体の運営補助

約4.5億円

繰出金は、一般会計から特別会計等への支出にかかる経費です。

令和６年度は約55.5億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約15.6億円）

繰出金
市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

11,041円が使わ

れました。

◎特別会計への繰出金の推移

◎ 補助費の主な支出内容

各種団体への負担金や事業補助など

約34.7億円

その他には・・・

※土地開発基金への繰出金は、P17積立金で推移を表示しています。

※令和2年度より、下水道事業特別会計から下水道事業会計へ移行

（※R1まで）

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅲ-8 公債費　支出詳細

　 市債の元金を約33.8億円返済した一方で、新たに約24.7億円の
借り入れをした結果、市債残高が約9.0億円減り、市民１人当たり
でも、5,293円減りました。

297,099円 291,806円

200,000円
210,000円
220,000円
230,000円
240,000円
250,000円
260,000円
270,000円
280,000円
290,000円
300,000円
310,000円

令和5年度末 令和6年度末

約421.5億円
約412.5億円

330億円
340億円
350億円
360億円
370億円
380億円
390億円
400億円
410億円
420億円
430億円
440億円

令和5年度末 令和6年度末

約356.9億
約369.4億

約381.7億
約390.1億

約401.5億

約426.8億
約437.2億 約434.2億

約421.5億
約412.5億

253,476円

261,005円

269,688円
274,683円

281,655円

299,047円

305,959円 305,024円

297,099円
291,806円

140,816人 141,543人 141,540人 142,027人 142,533人 142,713人 142,887人 142,351人 141,886人 141,346人

100,000円、人

120,000円、人

140,000円、人

160,000円、人

180,000円、人

200,000円、人

220,000円、人

240,000円、人

260,000円、人

280,000円、人

300,000円、人

200億円

220億円

240億円

260億円

280億円

300億円

320億円

340億円

360億円

380億円

400億円

420億円

440億円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

市債残高 市民１人当たり 人口

約9.0億円
の減 5,293円

の減

公債費は、市債の元金の返済と、利子の支払いにかかる経費です。

令和６年度は約35.9億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約14.3億円）

公債費
市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

10,145円が使わ

れました。

市債残高 市民１人当たり残高

市債の残高推移を見てみると次のようになります。

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅲ-9 積立金　支出詳細

　 基金へ約19.7億円の積み立てをした一方で、約23.0億円を
取り崩した結果、基金の残高が約3.3億円減少しました。

約46.4億円 約39.3億円

約73.7億円
約77.5億円

約120.1億円 約116.8億円

0億円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円

140億円

160億円

令和5年度末 令和6年度末

財政調整基金 特定目的基金

32,708円 27,838円

51,960円 54,807円

84,668円 82,645円

0円

10,000円

20,000円

30,000円

40,000円

50,000円

60,000円

70,000円

80,000円

90,000円

100,000円

110,000円

令和5年度末 令和6年度末

財政調整基金 特定目的基金

市債の償還や公共施設の整備、

退職者手当への対応等、将来の特

定の目的で使うための財源として積

み立てています。

49.6 
56.4 59.2 56.8 

49.1 
35.4 

45.6 46.2 46.4 
39.3 

1.8 
1.8 1.8 1.8 

1.8 

1.8 

1.8 5.0 5.0 
6.8 

75.0 
76.6 

79.5 
74.0 

66.7 

64.2 

67.0 64.5 
63.7 

65.6 

5.0 

5.0 
5.0 

5.0 

5.0 

5.0 

5.0 5.0 5.0 5.0 

計131.4 計139.8 計145.6 計137.5 計122.6 計106.3 計119.5 計120.6 計120.1 計116.8

93,342円

98,764円
102,834円

96,835円

86,013円

74,505円

83,598円
84,745円 84,668円 82,645円

0円

20,000円

40,000円

60,000円

80,000円

100,000円

0億円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円

140億円

160億円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

財政調整基金 市債管理基金 その他特定目的基金

土地開発基金 市民１人当たり

積立金は、将来の財源不足に備えるための積立てにかかる経費です。

令和６年度は約19.7億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約7.3億円）

積立金 市民1人当たり

が納めた市税

120,677円のうち

5,198円が使わ

れました。

経済事業の変動等で財源が不足

する場合などに備えて、決算剰余金

等を積み立てています。

基金残高 市民１人当たり残高

市民１人当たりでは、

13,937円を積み立て、

16,284円取り崩した

ことになります。

基金の残高推移を見てみると次のようになります。

※棒グラフの単位 ： 億円

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-17-



Ⅳ 一括交付金事業

　　※各金額は、令和６年度内完了事業分の合計となっております。

これまでの沖縄振興については、社会資本の整備などで成果をあげたものの、県民所得の向上

や雇用の確保など克服すべき沖縄の固有課題が依然として残されています。

それらの課題解決に向けて、沖縄振興特別措置法が改正され、新たに地域の自主的な選択によ

る自由度の高い交付金として、通称「一括交付金」と呼ばれる、沖縄振興特別推進市町村交付金

が創設されました。

沖縄市においては、令和６年度は沖縄市の振興や課題解決に向けて２６事業に活用し、約11

億２，７６９万円が交付されました。

沖縄こどもの国整備事業、スポーツコンベンション推進事業、観光宣伝事業、モータース

ポーツ推進事業、エイサーのまち推進事業、音楽観光誘客事業、緑化景観推進事業

① 観光の振興に資する事業等
交付対象事業費：約３億８，６５９万円（交付金額：約３億592万円）

Ⅳ 特集 ～沖縄振興特別推進市町村交付金について～

就労等支援事業

③ 雇用の促進に資する事業等
交付対象事業費：約４，９４０万円（交付金額：約３，９５３万円）

新商品開発等支援事業、商店街等活性化事業、東部海浜地区開発事業

② ①に掲げるもののほか、産業の振興に資する事業等
交付対象事業費：約１億343万円（交付金額：約８，２７５万円）

気になる子等の学びを支援する事業、児童生徒の「わかる・意欲・学ぶ」を支援する事業、

学校ICT活用支援事業、青少年等支援事業、産業集積推進事業、こども科学力育成事業、中

学生海外ホームステイ派遣事業

④ 人材の育成に資する事業等
交付対象事業費：約７億３，５１３万円（交付金額：約５億８，８０９万円）
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Ⅳ 一括交付金事業

文化芸能推進事業

⑤ 文化の振興に資する事業等
交付対象事業費：約１，７４９万円（交付金額：約１，３９９万円）

生活困窮者学習支援事業

⑥ 福祉の増進に資する事業等
交付対象事業費：約１，６０７万円（交付金額：約１，２８６万円）

国際交流事業

⑦ 国際協力及び国際交流の推進に資する事業等
交付対象事業費：約１，６６６万円（交付金額：約１，３３３万円）

キャンプ瑞慶覧返還地区等跡地利用推進事業

⑧ 駐留軍用地跡地の利用に資する事業等
交付対象事業費：約８５３万円（交付金額：約６８２万円）

平和推進事業、リュウキュウマツ保全事業

⑩ ①～⑨までに掲げるもののほか、沖縄の地理的及び自然的特性

その他の特殊事情に基因する事業等
交付対象事業費：約１，５６７万円（交付金額：約１，２５５万円）

地域防災対策事業、ゼロカーボン推進事業

⑨ 環境の保全並びに防災及び国土の保全に資する事業等

交付対象事業費：約６，４８２万円（交付金額：約５，１８５万円）

-19-



Ⅴ-1 決算データ一覧

令和7年4月1日現在の人口 141,346人

1 沖縄市の会計別決算額 （単位：万円）

会計名 歳入額 歳出額 差引額（ア） 繰越財源（イ）
実質収支（アーイ）

（剰余金）

1 一般会計 8,360,745 8,134,844 225,901 94,032 131,869

2 土地区画整理事業特別会計 41,682 27,673 14,009 13,727 282

3 国民健康保険事業特別会計 1,763,896 1,737,771 26,125 0 26,125

4 介護保険事業特別会計 1,154,121 1,122,306 31,815 0 31,815

5 後期高齢者医療事業特別会計 192,587 189,589 2,998 0 2,998

合　　　計 11,513,031 11,212,183 300,848 107,758 193,090

2 一般会計の歳入決算額 （単位：万円、％）

区　分 収入済額 構成比 前年度収入額 増減比率 市民一人あたり

1 市税 1,705,728 20.4% 1,698,317 100.4% 120,677円

2 地方譲与税 28,721 0.3% 28,659 100.2% 2,032円

3 利子割交付金 420 0.0% 284 147.9% 30円

4 配当割交付金 4,246 0.1% 3,593 118.2% 300円

5 株式等譲渡所得割交付金 9,460 0.1% 4,014 235.7% 669円

6 法人事業税交付金 24,096 0.3% 20,390 118.2% 1,705円

7 地方消費税交付金 347,296 4.2% 315,963 109.9% 24,571円

8 自動車取得税交付金 3,203 0.0% 3,124 102.5% 227円

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 143,197 1.7% 143,564 99.7% 10,131円

10 地方特例交付金 64,825 0.8% 10,591 612.1% 4,586円

11 地方交付税 1,323,455 15.8% 1,272,928 104.0% 93,632円

12 交通安全対策特別交付金 1,167 0.0% 1,309 89.2% 83円

13 分担金及び負担金 35,683 0.4% 40,432 88.3% 2,525円

14 使用料及び手数料 78,607 1.0% 78,383 100.3% 5,561円

15 国庫支出金 2,710,488 32.4% 2,903,281 93.4% 191,763円

16 県支出金 863,332 10.3% 857,649 100.7% 61,079円

17 財産収入 137,131 1.6% 135,692 101.1% 9,702円

18 寄附金 12,766 0.2% 12,072 105.7% 903円

19 繰入金 237,838 2.8% 175,060 135.9% 16,827円

20 繰越金 309,282 3.7% 271,507 113.9% 21,881円

21 諸収入 72,394 0.9% 62,322 116.2% 5,122円

22 市債 247,410 3.0% 207,022 119.5% 17,504円

合　　　計 8,360,745 100.0% 8,246,156 101.4% 591,510円

3 一般会計の目的別歳出決算額 （単位：万円、％）

区　分 支出額 構成比 前年度支出額 増減比率 市民一人あたり

1 議会費 38,661 0.5% 38,680 100.0% 2,735円

2 総務費 742,541 9.1% 633,479 117.2% 52,534円

3 民生費 4,821,693 59.3% 4,696,895 102.7% 341,127円

4 衛生費 412,268 5.1% 451,015 91.4% 29,167円

5 労働費 10,566 0.1% 11,226 94.1% 748円

6 農林水産業費 41,408 0.5% 35,472 116.7% 2,930円

7 商工費 224,976 2.8% 414,068 54.3% 15,917円

8 土木費 448,559 5.5% 516,499 86.8% 31,735円

9 消防費 133,260 1.6% 115,197 115.7% 9,428円

10 教育費 902,350 11.1% 670,719 134.5% 63,840円

11 災害復旧費 0 0.0% 0 ― 0円

12 公債費 358,562 4.4% 353,624 101.4% 25,368円

13 諸支出金 0 0.0% 0 ― 0円

14 予備費 0 0.0% 0 ― 0円

合　　　計 8,134,844 100.0% 7,936,874 102.5% 575,529円

Ⅴ データ編

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。
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Ⅴ-2 一般会計歳入の推移

【編集する箇所】
・サーちゃんコメントの金額(赤字・黒字)を更新。
※「贈与税等」は下記表の確認すること。

※シート「○歳入」データとリンク。サーちゃんコメントで活用。参照先を要変更。

区分
市税

県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
市債
計

贈与税等
※贈与税等＝地方譲与税～地方特例交付金＋交通安全対策特別交付金

142.6 144.4 149.2 151.7 155.7 159.7 158.3 166.8 169.8 170.6 

171.4 
191.8 

207.8 208.6 
239.8 

475.5 

310.4 
273.1 

290.3 271.0 

80.3 
78.1 

79.7 80.6 

80.5 

84.8 

87.6 

83.9 
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使用料等 市債 繰入金・繰越金 その他

歳入の推移を見ると、10年前と比較して約180.8億円の増となっ

ています。主な内訳としては、国庫支出金が約99.6億円の増、市

税が約28億円の増、譲与税等が約24.2億円の増となっています。

一般会計歳入の推移

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-21-



Ⅴ-3 一般会計歳出（目的別）の推移

【編集する箇所】
・たーくんコメントの金額(赤字・黒字)を更新。

※シート「○歳出」データとリンク。たーくんコメントで活用。

区分
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費

商工費
土木費
消防費
教育費

公債費
諸支出金
予備費
計

歳出（目的別）の推移では、10年前と比較して約194億円の増と

なっています。主な内訳としては、民生費が約163.4億円の増、教

育費が約19.3億円の増、衛生費が約8.5億円の増、土木費が約

13.2億円の減となっています。
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民生費 教育費 総務費 土木費 衛生費

公債費 商工費 消防費 農林水産業費 その他

一般会計歳出（目的別）の推移

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-22-



Ⅴ-4 一般会計歳出（性質別）の推移

rank
2
3
9
1
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4

11
11
7
8

11
10
5

11

こちらのグラフは、歳出（性質別）の推移です。

主な内訳としては、10年前と比較して、扶助費が約133.6億円の増、

人件費が約37.0億円の増、物件費が約26.6億円の増、補助費等

が約16.3億円の増となっており、普通建設事業費が約19.2億円の

減、繰出金が約6.5億円の減となっています。
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繰出金 補助費等 公債費 積立金
維持補修費 その他

一般会計歳出（性質別）の推移

※端数処理の関係上、数値が一致しない場合があります。-23-
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